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サービス企業のビジネス計画モデリング
─ ビジネス計画策定支援のためのシステム方法論 ─
The Business Plan Model for a Certain Service Company







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































［７］ John D. Sterman, Business Dynamics, Irwin 
MacGraw-Hill, 2000
［８］ Matthias Ruth･Bruce Hannon, Modeling 
dynamic economic systems, Springer, 1997




［11］ Meadows D et al, The limit to growth, 1972
  （大来佐武郎訳、成長の限界、ダイヤモンド社、
1972）
　今回作成したモデルは、サービス特有の
サービス・デリバリー能力を技術系と営業系
と二つに分離したモデルとして組み込んだも
のであった。設定した数値は、あるITサー
ビス企業の部門の数字をもとにしていた。モ
デル化し、当シミュレーションによりその妥
当性を検証した。その政策が売上金額に与え
るふるまいをシステム・ダイナミックスの時
系列のシミュレーションによりつかみ得た。
このようにシステム・ダイナミックスは、表
計算のソフトウェアにはない「構造を把握す
る」ツールとして活用できることを確認でき
た。
　ビジネス計画に携わる方々にとって、本稿
で述べた科学的なビジネス計画に向けた活動
を通して、対象とする経営システムの構造を
正しく把握し、経営活動の意思決定に活かす
ための参考にして頂ければ幸いである。
注
１　システム･ダイナミックスの国内での動きを含
めた歴史的な背景は、池田（2008）に詳しい
２　http://change-agent.jp/news/000161.html
３　http://change-agent.jp/news/000154.html
４　http://www.japanfs.org/ja/jfs/event/event080118.html
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　アウトフロー：
　　退職販売員＝販売員*退職率
販売員見習い（t）＝販売員見習い（t−dt）＋（新規販売
員−教育済み販売員）* dt
　初期値　販売員見習い＝２
　　　　　輸送時間＝１
　　　　　インフローの限界＝∞
　　　　　容量＝∞
　インフロー：
　　 新規販売員＝Min（（必要販売員-販売員）/販売員
採用方針,販売員*最大採用比率）
　アウトフロー：
　　教育済み販売員＝コンベアのアウトフロー
利益（t）＝利益（t−dt）＋（売上−費用−Proﬁt）* dt
　初期値　利益＝60
　インフロー：
　　売上＝（新規サービス＋ストックビジネス）
　アウトフロー：
　　費用＝人件費＋固定費
　Proﬁt＝利益
ストック比＝0.6
ビジネスギャップ＝IF（利益＞200）THEN（0）ELSE（利
益*成長率）
技術可用性＝0.6
技術採用方針＝３
固定費＝70
最大採用比率＝0.1
人件費＝（販売員見習い＋技術員見習い＋販売員＋技
術員）*（人件費マークアップ）
人件費マークアップ＝0.2
成長率＝1.2
生産性＝技術可用性*技術員
退職率＝0.03
販売員採用方針＝3
販売生産性＝2.7
必要技術員＝IF（技術員＞（ストックビジネス＋新規
サービス））THEN（0）ELSE（（ストックビジネス＋新
規サービス））
必要販売員＝ビジネスギャップ/平均販売額
平均販売額＝販売生産性*0.3
付録
下記数式における金額の単位は億円、期間は四半期、
割合は１を基準とした比率を想定した。
ストックビジネス（t）＝ストックビジネス（t−dt）＋
（新規ストックビジネス−販売中止量）* dt
　初期値　ストックビジネス＝180
　インフロー：
　　新規ストックビジネス＝新規サービス*ストック比
　アウトフロー：
　　販売中止量＝ストックビジネス*0.05
技術員（t）＝技術員（t−dt）＋（教育済み技術員−退職
技術員）* dt
　初期値　技術員＝200
　インフロー：
　　教育済み技術員＝コンベアのアウトフロー
　アウトフロー：
　　退職技術員＝技術員*退職率
技術員見習い（t）＝技術員見習い（t−dt）＋（新規技術
員−教育済み技術員）* dt
　初期値　技術員見習い＝２
　　　　　輸送時間＝２
　　　　　インフローの限界＝∞
　　　　　容量＝∞
　インフロー：
　　 新規技術員＝min（（必要技術員-技術員）/技術採
用方針,技術員*最大採用比率）
　アウトフロー：
　　教育済み技術員＝コンベアのアウトフロー
受注残（t）＝受注残（t−dt）＋（新規セールス−新規
サービス）* dt
　初期値　受注残＝20
　インフロー：
　　新規セールス＝販売員*平均販売額/4
　アウトフロー：
　　新規サービス＝min（生産性,受注残）/4
販売員（t）＝販売員（t−dt）＋（教育済み販売員−退職
販売員）* dt
　初期値　販売員＝60
　インフロー：
　　教育済み販売員＝コンベアのアウトフロー
